
調査計画 

 

１ 調査の名称 

国際航空旅客動態調査（日本人旅客用）（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

 

２ 調査の目的 

本調査は、国際航空旅客の個人属性・国内流動・国際流動・アクセス交通機関及び空港選択

理由等を把握し、国際航空旅客の総合的な動態を捉え、国際航空旅客の需要動向予測、空港ア

クセス手段の分析等のための基礎資料を作成することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲 

（■個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

国際線定期便が就航する国内の全空港（共用空港を含む。）から出国する日本人（ただし、

就学以前の幼児は除く） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

約 13,000人（母集団の大きさ:約 850,000人） 

（令和元年度国際航空旅客動態調査の実績） 

 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

調査実施期間に調査対象空港を利用した日本人出国旅客から、出国手続き後の待合室及

びサテライト等において、委託を受けた民間事業者の調査員が無作為抽出して面接調査を

行う。 

なお、年間拡大後の集計結果が統計的に有意となるように、予め空港ごとに目標サンプル

サイズを定めることとし、これを目処に報告者を選定する。詳細は、別添１「目標サンプル

サイズの設定について」を参照（ただし、令和６年度においては、別添３「令和６年度国際

航空旅客動態調査目標サンプルサイズの算定」を参照）。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

出発便名、座席のクラス、居住地、旅行目的、空港までのアクセスにかかる交通手段・自

宅からの所要時間、空港選択理由、旅行先での経路・旅行日数、旅行形態、航空券の種類・

料金、性別・年齢・職業・年収 



〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年８月及び 11月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）の内容について報

告する。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

□郵送調査 □オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム 

□電子メール） ■調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

調査は、国土交通省が業務を委託した民間事業者の調査員が無作為抽出し、他計及び空港

ラウンジにおいては自計により調査を行う。 

＜民間事業者に委託する主な業務内容＞ 

① 調査票等の複製や翻訳、調査員の配置の計画、関係者との調整 

② アンケート調査とその結果の打ち込み、有効サンプルの抽出 

③ 週間拡大作業 

④ 調査結果の年間拡大作業 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 

□その他（   ）（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：   年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査は、毎年８月及び 11 月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）に行う。

調査票は、調査を始める際にその場で示され、終了した際にその場で提出される。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

８ 集計事項 

別添２「集計事項一覧」のとおり 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧） 



（３）公表の期日 

速報については調査実施翌年の 10月末までに、確報については調査実施翌々年の３月末

までに公表する。 

 

10 使用する統計基準 

 □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（        ） 

■使用しない 

本調査は、国際航空の旅客を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の

表示に統計基準を用いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

a) 記入済み調査票：１年 

b) 調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

c) 当該統計調査の業務の一環として調査票情報を転記することにより作成する書類：なし 

（２）保存責任者 

国土交通省航空局航空ネットワーク部空港計画課長 

 



調査計画 
 

１ 調査の名称 

国際航空旅客動態調査（外国人旅客用）（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

 

２ 調査の目的 

本調査は、国際航空旅客の個人属性・国内流動・国際流動・アクセス交通機関及び空港選択

理由等を把握し、国際航空旅客の総合的な動態を捉え、国際航空旅客の需要動向予測、空港ア

クセス手段の分析等のための基礎資料を作成することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲 

（■個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

国際線定期便が就航する国内の全空港（共用空港を含む。）から出国する外国人（ただし、

就学以前の幼児は除く） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

約 22,000人（母集団の大きさ：約 1,070,000人） 

（令和元年度国際航空旅客動態調査の実績） 

 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

調査実施期間に調査対象空港を利用した外国人出国旅客から、出国手続き後の待合室及

びサテライト等において、委託を受けた民間事業者の調査員が無作為抽出して面接調査を

行う。 

なお、年間拡大後の集計結果が統計的に有意となるように、予め空港ごとに目標サンプル

サイズを定めることとし、これを目処に報告者を選定する。詳細は、別添１「目標サンプル

サイズの設定について」を参照（ただし、令和６年度においては、別添３「令和６年度国際

航空旅客動態調査目標サンプルサイズの算定」を参照）。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

出発便名、座席のクラス、目的地・経由地、旅行目的、旅行形態、航空券の種類・料金、

空港までのアクセスにかかる交通手段、空港選択理由、旅行日数・訪問国数、入国時の出発

地・入国空港、入国直前の訪問 地・経由空港、日本での訪問地・移動交通機関・宿泊日数・



滞在日数、国籍・性別・年齢・職業・年収、日本居住者か否か 

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年８月及び 11月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）の内容について報

告する。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

□郵送調査 □オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム 

□電子メール） ■調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

調査は、国土交通省が業務を委託した民間事業者の調査員が無作為抽出し、自計により調

査を行う。 

＜民間事業者に委託する主な業務内容＞ 

① 調査票等の複製や翻訳、調査員の配置の計画、関係者との調整 

② アンケート調査とその結果の打ち込み、有効サンプルの抽出 

③ 週間拡大作業 

④ 調査結果の年間拡大作業 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 

□その他（   ）（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：   年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査は、毎年８月及び 11月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）に行う。

調査票は、調査を始める際にその場で示され、終了した際にその場で提出される。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

８ 集計事項 

別添２「集計事項一覧」のとおり 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 



（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧） 

（３）公表の期日 

速報については調査実施翌年の 10月末までに、確報については調査実施翌々年の３月末

までに公表する。 

 

10 使用する統計基準 

 □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（        ） 

■使用しない 

本調査は、国際航空の旅客を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の

表示に、統計基準を用いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

 （１）調査票情報の保存期間 

a) 記入済み調査票：１年 

b) 調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

c) 当該統計調査の業務の一環として調査票情報を転記することにより作成する書類：なし 

（２）保存責任者 

国土交通省航空局航空ネットワーク部空港計画課長 

 



調査計画 

 

１ 調査の名称 

国際航空旅客動態調査（通過・乗換旅客用） 

（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

 

２ 調査の目的 

本調査は、国際航空旅客の個人属性・国内流動・国際流動・アクセス交通機関及び空港選択

理由等を把握し、国際航空旅客の総合的な動態を捉え、国際航空旅客の需要動向予測、空港ア

クセス手段の分析等のための基礎資料を作成することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲 

（■個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

成田国際空港・関西国際空港・東京国際空港を経由する通過・乗換旅客（ただし、就学以

前の幼児は除く） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

約 2,000人（母集団の大きさ：約 80,000人） 

（令和元年度国際旅客動態調査の実績） 

 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

調査実施期間に調査対象空港を利用したトランジット旅客から、出国手続き後の待合室

及びサテライト等において、委託を受けた民間事業者の調査員が無作為抽出して面接調査

を行う。 

なお、年間拡大後の集計結果が統計的に有意となるように、予め空港ごとに目標サンプル

サイズを定めることとし、これを目処に報告者を選定する。詳細は、別添１「目標サンプル

サイズの設定について」を参照（ただし、令和６年度においては、別添３「令和６年度国際

航空旅客動態調査目標サンプルサイズの算定」を参照）。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

旅行目的、旅行形態、乗り継ぎ経路（直前の国・都市・空港・便名、直後の国・都市・空

港・便名）、到着・出発便名、乗り継ぎ理由・乗り継ぎ空港選択理由、乗り継ぎ時間、往復



での当該空港の利用状況、国籍・性別・年齢・職業 

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年８月及び 11 月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）の内容について報

告する。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

□郵送調査 □オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム 

□電子メール） ■調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

調査は、国土交通省が業務を委託した民間事業者の調査員が無作為抽出し、日本人旅客に

ついては他計により、外国人旅客については自計により、それぞれ調査を行う。 

＜民間事業者に委託する主な業務内容＞ 

① 調査票等の複製や翻訳、調査員の配置の計画、関係者との調整 

② アンケート調査とその結果の打ち込み、有効サンプルの抽出 

③ 週間拡大作業 

④ 調査結果の年間拡大作業 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 

□その他（   ）（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：   年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査は、毎年８月及び 11月に国土交通省が定める日（１回２日～１週間程度）に行う。

調査票は、調査を始める際にその場で示され、終了した際にその場で提出される。 

※調査日は天候不順等により翌月まで順延する可能性がある。 

 

８ 集計事項 

別添２「集計事項一覧」のとおり 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 



（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物 □閲覧） 

（３）公表の期日 

速報については調査実施翌年の 10月末までに、確報については調査実施翌々年の３月末

までに公表する。 

 

10 使用する統計基準 

 □使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（        ） 

■使用しない 

本調査は、国際航空の旅客を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の

表示に、統計基準を用いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

 （１）調査票情報の保存期間 

a) 記入済み調査票：１年 

b) 調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

c) 当該統計調査の業務の一環として調査票情報を転記することにより作成する書類：なし 

（２）保存責任者 

国土交通省航空局航空ネットワーク部空港計画課長 
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別 添 １  

目 標 サ ンプ ル サイ ズ の 設定 に つい て  

 

出国旅客アンケートの抽出率  

アンケート調査は前回同様、一年間のうち 8月（ピーク時）と 1 1月（オフ

ピーク時）の 1週間ずつの計 2週間を対象とする。この 2週間の平均が年間の

流動を表していると仮定しているため、年間値としての精度を確保するため

には、各週の調査精度を確保することが必要である（※）。  

そこで、サンプル抽出率を、週間の母数と相対誤差・信頼区間・カテゴリ

ー数の関係から下式により空港別に設定する。  

（※）ただし令和２年度は、中止とする。  

 

  

 

 

 

 

      ＲＳＤ：相対誤差  

      Ｋ   ：信頼区間の定数  

           （信頼度 95％のとき 1.96・信頼度 90％のとき 1.64）  

      ＺＫ  ：カテゴリ－数  

      ｒ   ：抽出率  

      Ｎ   ：母集団総数  

 

 ここで、上式の信頼度・相対誤差ＲＳＤ・カテゴリー数ＺＫを空港ごとに

下の表１のように設定する。  

 

表１  抽出率算定指標  

 

空   港  信頼度  相対誤差ＲＳＤ  カテゴリー数ＺＫ  

成田・羽田  95％  0.20  目的２×国籍２×発地４×行先２＝ 32 

関西・中部  95％  0.20  目的２×国籍２×発地３×行先２＝ 24 

福   岡  90％  0.20  目的２×国籍２×発地３×行先１＝ 12 

そ  の  他  90％  0.20  目的１×国籍２×発地３×行先１＝６  

N
1

r
r1)1ZK(KRSD ×

−
×−×=
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抽出率算定式から必要サンプルサイズを試算する作業は、請負業者により行

われる。  

参考までに令和元年度調査においては、表２のように目標サンプルサイズ

を得ている。なお、地方空港のように週当たり便数の少ない空港で前記算定

式を用いて抽出率ｒを算定すると、 1便当たりの旅客に対する抽出率が 6 0％

近くになってしまう。しかし、もともと旅客の特性に偏りのある特定の 1便

に対してだけ抽出率を高く設定しても統計的に意味がない。そこで 1便当た

りのサンプルサイズの最高限度を定めて、それ以上のサンプルは採取しない

こととする。  

1便当たりのサンプルサイズの最高限度は、投入する調査員の数等から決

まる調査の効率等を勘案して 30サンプルとする。抽出率算定式を用いて算定

されるサンプルサイズＦと 1便当たりのサンプルサイズの最高限度より算定

されるサンプルサイズＨとを比較して、小さい方の数を採用し、さらに日本

人・外国人比率を考慮して最終サンプルサイズＫ及びＬを設定する。ただし、

ここで設定した目標サンプルサイズが便数×30で決まっている場合はそのサ

ンプルサイズを最低値とし、算定式より求められるサンプルサイズを目標と

する。  

 

表２  空港別目標サンプルサイズの算定（１週間当たり）（令和元年度調査

時）  
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トランジット旅客アンケートの抽出率  

出国旅客と同様の方法で抽出率を設定する。  

トランジット旅客についても、抽出率算定式から必要サンプルサイズを試

算する作業は、請負業者により行われる。  

信頼度・相対誤差ＲＳＤは出国旅客と同様に 95％・ 0 .20を用いる（表３）。

カテゴリー数については、成田空港では目的 2×国籍 2×行先 2＝ 8、関西空港

及び東京国際空港では目的 2×国籍 1×行先 2＝ 4とする。この結果、目標サン

プルサイズは表４のように得られている。  

 

表３  トランジット旅客アンケート抽出率設定指標  

空    港  信頼度   相対誤差ＲＳＤ  カテゴリー数ＺＫ  

成    田  95％  0.20  目的２×国籍２×行先２＝８  

関 西 ・ 羽 田 95％  0.20  目的２×国籍１×行先２＝４  

 

表４  トランジット旅客アンケート目標サンプルサイズの算定  

(１週間当たり )（令和元年度調査）  
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（※）第 11 表の出国空港は、成田・関西・中部空港に限る。 
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1 

令和６年度 国際航空旅客動態調査 目標サンプルサイズの算定 
 

1 出国日本人・外国人の目標サンプルサイズの算定 

1.1 算定に用いる数値の設定 

過年度での方法と令和 6 年度の方法を比較して整理する。 
 過年度 令和 6年度 

1 年間の 

出国者数 

 

調査実施時点で入国管理局 HP より得られる直

近 1 年間の出国者数から下記の抽出率算定式

を用いて目標サンプルサイズを計算。 

 

 

 

○ピーク（8 月）前年 5 月～当年 4 月 

○オフピーク（11 月）前年 8 月～当年 7 月 

（１）既就航空港 

調査実施時点で出入国在留管理庁 HP より得

られる直近 1 年間の出国者数から下記の抽出

率算定式を用いて目標サンプルサイズを計算。 

各調査において以下の期間全てにて国際線定

期便が就航している場合、この方法を用いて算

出することとする。 

○ピーク（8 月）前年 5 月～当年 4 月 

○オフピーク（11 月）前年 8 月～当年 7 月 

 

 

（２）新規就航空港 

各調査において、（1）に示した期間全てにて国

際線定期便が就航していない場合、令和元年

の出国者数をもとに算出を行う。既に就航が再

開している空港のうち、空港の規模が最も近い

空港（※）での割合を用いることとする。 

 

 
 ※各調査前に、（１）に該当する各空港のうち新規就航空港に対して出国者数が近い空港における、令

和元年旅客数及び、ピーク時調査（8 月）は前年 5 月～当年 4 月、オフピーク時調査（11 月）は前

年 8 月～当年 7 月までの期間における各空港の回復率と（２）の当該新規就航空港の就航再開から

の回復率を比較した上で、最も近い空港を選定する。（新規就航空港が複数ある場合はそれぞれの空

港に対して回復率が最も近い空港を基準とする） 
  



【別添３】 

2 

 
（１）既就航空港での１年間の出国者数 

1 年間の出国者数（日本人・外国人含む）について、各空港の実績値により整理する。 
 
（２）新規就航空港での１年間の出国者数の算定 

 新たに就航を再開した空港は１年間の出国者数データがないことから、令和元年の出国者数をもとに

算出を行う。既に就航が再開している空港のうち、空港の規模が最も近い空港（※）での出国者数の割

合を用いることとする。 

 

調査対象空港での出国者数 

＝令和元年の各空港の出国者数×規模が最も近い空港での当該月の出国者数割合 

 

規模が最も近い空港での当該月の出国者数割合 

＝調査当該月の当該空港の１年間の出国者数／令和元年の当該空港の出国者数 

 
※各調査前に、（１）に該当する各空港のうち新規就航空港に対して出国者数が近い空港における、令和

元年旅客数及び、ピーク時調査（8 月）は前年 5 月～当年 4 月、オフピーク時調査（11 月）は前年 8
月～当年 7 月までの期間における各空港の回復率と（２）の当該新規就航空港の就航再開からの回復率

を比較した上で、最も近い空港を選定する。（新規就航空港が複数ある場合はそれぞれの空港に対して

回復率が最も近い空港を基準とする） 
 
 

 

1.2 目標値の算定 

1.1 で設定した数値から目標サンプルサイズを算定する。目標サンプルサイズの算定方法は、下記の

抽出率算定式を用いる。 
 
抽出率算定式 

 

ＲＳＤ：相対誤差、Ｋ：信頼区間の定数（信頼度 95％のとき 1.96・信頼度 90％のとき 1.64） 

  ＺＫ：カテゴリー数、ｒ：抽出率、Ｎ：母集団総数 

 

 

信頼度・相対誤差ＲＳＤ・カテゴリー数ＺＫは、過年度と同様、空港ごとに下表のように設定した。 

空港 信頼度 相対誤差 RSD カテゴリー数 ZK 

成田・羽田 95％ 0.20 目的 2×国籍 2×発地 4×行先 2＝32 

関西・中部 95％ 0.20 目的 2×国籍 2×発地 3×行先 2＝24 

福 岡 90％ 0.20 目的 2×国籍 2×発地 3×行先 1＝12 

そ の 他 90％ 0.20 目的 1×国籍 2×発地 3×行先 1＝6 

 
 
 
 
 

N
1

r
r1)1ZK(KRSD ×

−
×−×=
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なお、日本人、外国人それぞれの目標サンプルサイズ（報告数）は以下のとおり設定する。 
 

 過年度 令和 6年度 

日

本

人

割

合 

 

調査実施時点で入国管理局 HP より得られ

る直近 1年間の出国者数における日本人割

合 

①既就航空港 

調査実施時点で出入国在留管理庁 HP より得られる直

近 1 年間の日本人・外国人の出国者数の割合より算出

する。 

対象空港は 1.1 に準ずる。 

 

○ピーク（8 月）前年 5 月～当年 4 月 

○オフピーク（11 月）前年 8 月～当年 7 月 

 

②新規就航空港 

新型コロナウイルス感染拡大前の令和元年の出国者数

における日本人・外国人の割合を用いる。 

 

 
※日本人の目標サンプルサイズを先に計算。10 以下の場合は 10 とし、10 以上の場合は 1 の位を四

捨五入し 10 単位としている。外国人の目標サンプルサイズは合計より日本人の目標サンプルサイズ

を引いて算出。 
また、日本人、外国人それぞれの母集団数は、1.1 で算出した 1 年間の出国者数に対して前に示し

た日本人・外国人割合を乗じ、また 1 週間分を算出して設定する。 
 
日本人・外国人別母集団数（週間旅客数） 

＝1.1 での 1 年間の出国者数×日本人・外国人割合／52 週 
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2 トランジット旅客の目標値の設定 

2.1 算定に用いる数値の設定 

過年度での方法と令和 6 年度の方法を比較して整理する。 
 

 過年度 令和 6年度 

1 年間のトランジット

旅客数 

空港管理状況調書での直近 1年間のトラ

ンジット旅客数 

ピーク（8 月） 

：前々年の暦年でのトランジット旅客数 

オフピーク（11 月） 

：前年の暦年でのトランジット旅客数 

空港管理状況調書での直近 1年間のトラ

ンジット旅客数 

ピーク（8 月）・オフピーク（11 月） 

：前年の暦年でのトランジット旅客数 

 

 
 

2.2 目標値の算定 

設定した数値から目標サンプルサイズを設定する。目標サンプルサイズの設定方法は例年と同様と

する。なお、前に記載する抽出率算定式を用いる。 
信頼度・相対誤差ＲＳＤ・カテゴリー数ＺＫは、過年度と同様、空港ごとに下表のように設定した。 

図表 2-1 抽出率算定指標 

空港 信頼度 相対誤差 RSD カテゴリー数 ZK 

成田 95％ 0.20 目的 2×国籍 2×行先 2＝8 

関西・羽田 95％ 0.20 目的 2×国籍 1×行先 2＝4 

 
各調査時それぞれの目標サンプルサイズ算出の基となる年間実績が同一であることから、各調査月

の目標サンプルサイズは同数となる。 
また、母集団数は、2.1 で算出した 1 年間のトランジット旅客数をもとに 1 週間分を算出して設定す

る。 
 
トランジット旅客の母集団数（週間旅客数） 

＝2.1 での 1 年間のトランジット旅客数／52 週 
 

 
 

 

 



国際航空旅客動態調査 過去に実施した調査の回収率（平成 27年度～令和４年度） 

年度 
回収標本数(A) 配布標本数 

(B) 

回収率 

(A/B) 5月 8月 11月 1月 合計 

平成 27年度  18,215 18,167  36,382 36,382 100 

平成 28年度  18,506 17,984  36,490 36,490 100 

平成 29年度  18,183 18,197  36,380 36,380 100 

平成 30年度  19,146 19,066  38,212 38,212 100 

令和元年度  19,689 19,029  38,718 38,718 100 

令和２年度 調査中止 

令和３年度  215 5,750  5,965 5,965 100 

令和４年度 8,055 8,557 9,617 10,801 37,030 37,030 100 

※A 欄の回収標本数については有効回答数を示す 

※令和３年度について、８月調査は中部空港、11月調査は成田・関西・中部・羽田・福岡の５空港 

※令和４年度について、５月調査は成田・関西・中部・羽田・福岡の５空港、８月調査は新千歳を加えた６空港、11月調査は那覇を加えた７空

港、１月調査は仙台・広島・高松を加えた 10空港 

 


